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(6)生 食用食品におけ る寄生虫類実 態調査

ア 調 査 目的

食 糧 自給率の低 下や食品の輸送 保管技術の進歩

な どによ り、世界 各国か らさまざ まな食 品が大量

に輸入 され るようになった。また、近年のグル メ

ブー ムなどの影響に より、食 生活の多様 化も進行

して いる。1980年 代以降、過 去の疾患 と考え られ

て きたさまざまな寄生虫症 の復 活 がみ られるよ う

になった。そのため、旧厚 生省は平成9年9月 食

品衛 生調査会食 中毒部会食 中毒サーベ イランス分

科会 において、食品媒介 の寄生虫疾患対策につい

て検 討を行 い、 当面の対策 と して 、国内外の食 品

の寄 生虫汚染実態及び当該 疾患の発生状況につい

ての情報把握 などの方針 を示 した。しか し一方で、

戦 後 に 日本の衛 生環境 を高 め るため に貢献 した

「寄生虫予防法」 が平成6年3月 に廃 止され、寄

生虫症の動向が把握で きに くくな ってい る。

この ような状況の なかで、平成11年 度 に八王子

保健 所管内において、一家族5名 全員が裂頭条 虫

に感染 した事例 があった。サケ科 の魚類 である時

サ ケの さしみが原 因食 として考 え られたため、 時

サ ケ残 品の内臓付近 から、裂頭条 虫の被 嚢幼虫 で

あ るプレロセルコイ ドの検 出 を試 みたが、確認 で

きなか った。そこで、都内 に流通 す る時サケ を中

心にサケ ・マス類 を買い上 げ、裂 頭条虫につい て

調査 を行 った。またサケ ・マス類 にはアニサ キス

が高率 に寄生 していることか ら、 アニサキス につ

いて も同時に調査 を行 った。 また、未加熱 で摂取

す る果実類について寄生虫類実態 調査を行うとと

もに、河川水 についても、農業 用水 として野菜 ・

果 実類 を汚染 す る可能性が あるため調査 を行 った

ので、あわせて報告す る。

イ 調 査方法

(ア)調 査期間

平成12年4月 か ら平成13年1月 まで

(イ)調 査方法

aサ ケ ・マス類

卸 売市場 内仲卸及び都 内販 売店(魚 介類販売

業)か ら買い上 げ し検体 と した。

b生 鮮果実類

卸 売市場 内仲卸及び都 内販売店(デ パー ト ・

スーパー)か ら買い上げ、検体 と した。

c河 川水

多摩 川の上 ・中流域3ヶ 所 にて、月1回 採水

を行 い、検体 とした。

(ウ)検 査機 関

都 立衛 生研 究所 微 生物 部 細 菌第 二研 究

科 寄生虫研究室

(エ)検 査 項 目

aサ ケ ・マス類3品 目58検 体

裂 頭条虫、 アニサ キス

b生 鮮果実類6品 目132検 体

・原 虫類(ク リプ トスポ リジウム、サ イクロス

ポー ラ、 ジアル ジア)

C河 川水3品 目27検 体

原 虫類(ク リプ トス ポ リジウム、 サイ クロス

ポー ラ、 ジアル ジア)

(オ)検 査方 法

aサ ケ ・マス類 裂 頭条 虫

I包 丁で三枚 におろす。

II尾 部 よ り薄切 りに しなが ら、肉眼 に よ り筋

肉 中の プレロセル コイ ドを検索 し、 ピンセ ッ

トを用 いて取 り出す。

III0.4%生 理食塩水 を入れた シャー レに移 し、

肉眼 で観察 する。

bサ ケ ・マス類 ア ニサキス

I包 丁で三枚 にお ろす。

II腹 腔内面 を肉眼 によ り検査 した後、主 に側

線 下部の腹部側 の筋肉部 をと り、手で 少 しず

つ ち ぎ りなが ら、肉眼に よ りアニサキス の幼

虫 を検索す る。

III内 臓 も肉眼 にて検 索す る。

c生 鮮果 実類

1果 実 を30×60cmの ガーゼに取 り、誘 出液

(水11+食 塩10g+Tween80・1mlにNaOHを 加

えてpH9に 調整 した もの)500m1中 で静 かに

ゆ す りな が ら 誘 出 し、 誘 出 液 を10℃ で
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等 混 和 後10℃ で3,000rpm、10分 間 遠 心 沈 殿

III遠 心 管 に 比重1.2の シ ョ糖 液30mlを 入 れ 、

そ の 液 面 に10mlの 沈 渣 を静 か に 重 層 し、10℃

で3000rpm、20分 間 遠 心沈 殿

IV中 間層 を コマ ゴ メ ピペ ッ トで 吸 引 し、別 の

遠 心 管 に移 す 。

V蒸 留 水 で50mlま で メ ス ア ップ し、10℃ で

3,000rpm、20分 間 遠 心 沈殿

VI上 清 を捨 て、無 蛍 光 ス ラ イ ドグ ラ ス の24×

32mmの 区 画 に 沈 渣 を60℃ の保 温 盤 上 で 風乾

しな が ら塗 布 す る 。

VII直 接 蛍 光 抗 体 法 に よ り染色 し、 蛍 光 顕微 鏡

(×400)で 検 鏡 す る。

VIIIノ マ ル ス キー 型 微 分 干 渉顕 微 鏡 で 形 態 学 的

観 察

d河 川 水

1河 川水101を メ ン ブ レ ンフ ィ ル タ ー(ボ ア

サ イ ズ1.2μm)で ろ 過 し、 ろ過 膜 を50mlの

遠 心 管 に移 す 。

IIア セ トン45mlを 加 え ろ過 膜 を 溶 解 し、均

等 混 和 後10℃ で3,000rpm、20分 間 遠 心 沈 殿

III上 清 を捨 て、 沈 渣 に45mlの エ タ ノ ー ル を

加 え均 等混 和 後10℃ で3,000rpm、20分 間 遠

心 沈 殿

IV沈 渣 に 対 し免 疫 磁 気 ビー ズ 法 を 用 い て ク

リ プ トス ポ リジ ウ ム 等 の原 虫 を精 製 す る。

V無 蛍 光 ス ラ イ ドグ ラ ス の24×32mmの 区 画

に 、精 製 した原 虫 類 を60℃ の 保 温 盤 上 で 風 乾

しな が ら塗 布 す る 。

VI以 下cのVII～VIIIに 同 じ。

ウ 調 査 結 果

(ア)サ ケ ・マ ス 類

サ ク ラ マ ス は4・5月 に 、 時 サ ケ は5・6月 に、

秋 サ ケ は9～11月 に 買 い 上 げた 。58検 体 につ い

て 検 査 を行 っ た と こ ろ19検 体 か ら裂 頭 条 虫 の

プ レ ロ セ ル コ イ ドを検 出 した。時 サ ケ は15検 体

中6検 体 か ら、サ ク ラ マ ス は16検 体 中3検 体 か

ら検 出 した 。秋 サケ27検 体 か らは検 出 しな か っ

た(表4-5-26、 図4-5-12)。

表4-5-26裂 頭 条 虫 の 検 査

図4-5-12サ ケ ・マス類の買い上げ月と裂頭条虫検査成績

プ レ ロセ ル コ イ ドを2隻 及 び9隻 検 出 した も

の が、 時 サ ケ で そ れ ぞ れ1検 体 あ った 。 他 は 全

て1隻 検 出 した 。(表4-5-29)出 荷 地 は5道 県

18地 域 で あ り、うち3道 県5地 域 の もの か ら検

出 した。 また ア ニ サ キ ス の 幼 虫 は58検 体 中46

検 体 か ら検 出 した 。(表4-5-30)

(イ)生 鮮 果 実 類

生 鮮 果 実 類6品 目132検 体 につ い て検 査 を行

っ た と ころ 、 い ずれ の検 体 か ら も原 虫類 を検 出

しな か った 。(表4-5-27)

表4-5-27生 鮮 果 実類 の 検 査
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(ウ)河 川 水

多 摩 川 の 浄水 場 近辺3ヶ 所 にて 、 月1回 採 水

を行 っ た。(表4-5-28)各9 、検 体 ず つ 、 計27

検 体 につ い て検 査 を行 っ た と ころ 、 いず れ の検

体 か ら も原 虫 類 を検 出 し なか っ た。

表4-5-28河 川 水 の採 水 地

表4-5-29サ ケ ・マス類の買い上げ産地 と裂頭条虫検査成績

表4-5-30ア ニ サ キ ス の 検査 成 績

エ 考察

(ア)サ ケ ・マ ス類

今 回の調査 ではサケ ・マス類58検 体の検査

を行 い、9検 体 か ら日本海裂頭条虫 あるいは広

節 裂頭条虫のプ レロセル コイ ドを検 出 した。秋

サケ27検 体 か らは検 出 しなか ったが 、時サ ケ

は15検 体中6検 体 か ら、サ クラマ スは16検 体

中3検 体 か ら検 出 した。検出率はそれぞれ40.0%、

18.8%で あった。1検 体 中に検出 したプ レロセ

ル コイ ドは、2隻 及 び9隻 の ものが時サ ケで そ

れぞれ1検 体であ り、他は全 て1隻 であった。

過去 に時サケの調査 を行 った例 は なか ったが 、

この ことか ら、時 サケを生食 した場合 、裂頭条
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虫 に感 染する可 能性 がある ことが示唆 され た。

1978年 の報告 に よる と、日本近 海産 サ クラマス

について、プレ ロセル コイ ドの検 出率 は38.8%

で、1検 体 中に検 出 したプ レロセ ルコイ ドの平

均 隻 数 は3.6隻 で あ っ た1)。 ま た 、 文 献 に よ る

と、 サ ク ラマ ス の プ レ ロセ ル コ イ ドの検 出 率 は

約30%、 平均検 出隻数は数隻 であ った2)。

今 回の調査 で は、検出率 ・平均 検 出隻数 とも

これ らの文献 よ り低 か った。 また、 出荷地 は5

道 県18地 域 で あったが、検出率 ・検出隻数 と

も、出荷 地に よる有 意の差 はみ られなか った。

裂頭条虫の虫卵 は、水中に出 て コラシジ ウム

とな り、第1中 間宿主 のケ ン ミジ ンコ類に摂取

されて500μm大 の プロセル コイ ドとな り、 こ

れがマス、ベ ニマス、サケ、ア ナゴな どの第2

中間宿主に摂取 され て4～5mmか ら数cm大 の

プ レロセルコイ ドとなる。 この プ レロセルコイ

ドが人に摂取 されて感染が成立 し、小腸上部 に

寄生 し、成虫 となる とされてい る3)。

裂頭条虫の症 状 は、腹痛 、便 秘、下痢 な どの

消化器症状で あ る。 日本海裂頭 条虫 では比較的

軽微 であ り、無症 状の ものが多 いが 、広節裂頭

条虫では症状が やや重 く、まれ に貧血 を呈す る

こともある。治療 は容易であ り、駆虫薬 を与 え、

頭節 を含 む全 体節 を一気 に排出 させる。

1889年 に飯 島 に よ り我が国 で初 め て広節 裂

頭 条虫(Diphyllobothriasis latum)の 報告がな

されて以来、 日本 産の裂頭条虫症 も広節裂頭条

虫に よるもの と されていた。そ の後、加茂 らに

よ り研究が行 わ れた結果、 日本産 の ものは広節

裂頭条虫 と異 なる ことがわか り、1986年 に新種

日 本 海 裂 頭 条 虫(Dipbyllobotbriasis-

nihonkaiense)と 命名 された。広節 裂頭条虫は北

欧、ロシア、北米 に分布 し、 日本 海裂頭 条虫は

日本 に広 く分 布す る。裂頭条虫 の主な感染源 は

サ ケ ・マス類 で あ り、背 ビレ ・脂 ビレ直下の筋

肉内 に存 在す る被 嚢幼 虫を摂 取 す る こ とで感

染す る。特 にサ クラマスの寄生 率 は30%と 高率

であ り、1980年 代 まで に幾つか の報告が ある。

サ クラマスは ヤマメの降海型 であ り、孵化後

1～2年 河川生活 を送った後1年 間日本海周 辺域

を回遊 し、産卵 のため河川 に遡上する。秋 サ ケ

は秋 に産卵 の ため沿岸 に回帰 したシ ロザ ケ の

名称であ る。時サケは春 か ら夏 にかけて沿 岸 を

回遊す るシロザケの名称 であ る。シロザ ケは孵

化後す ぐ降海 し、2～6年 間オ ホーツク海や ベ ー

リング海 まで 回遊 し、産卵 のため河川 に遡 上す

る。秋 サケ は日本に、時サ ケは沿海州方面等 日

本以外 に母川 を もつ とされる。文献 によ る と、

サ クラマス は河川 より降海 を始めた時期 に、河

川下流域 において裂頭条 虫の感染を受 け、 海洋

回遊 中は新 た な感染 はない とされる。その場合 、

夏 に河 口近 くで第1中 間宿主 のケンミジ ンコか

ら小魚 に一旦感 染 し、その後冬 に降海 したサ ク

ラマ スが そ れ らの小 魚 を食べ て感染 す る と考

えることが で きる4)。

今回の調査 を行 うにあた り、サ クラマ ス同様、

シロザ ケ も降 海時 に河 川 下流 域で感 染す るの

であれば、時サ ケ ・秋サケ も感染 してい る と予

想 した。 しか し調査 の結 果、サ クラマス ・時サ

ケか らは プ レロセル コイ ドを検出 したが 、秋サ

ケか らは検出 しなかった。

アニサキス については58検 体中、79.3%に あ

たる46検 体か ら検出 した。1検 体中に検 出 した

アニサ キスの幼虫は、平均16.7隻 であった。こ

の ことか ら、サケ ・マス類 に広範 囲かつ高率 に

寄生 してい ることをあ らためて確認 した。 また

検 出率 ・検 出隻数につい て有 意の差はみ られな

かった。 また、サクラマス には 日本海裂 頭条 虫

が、日本 に母 川のない時サ ケは広節裂頭 条虫 が

感染 している と考 え、感染実験 を行 った。 ゴー

ルデ ンハ ム ス ターに感染 させ 虫卵 の排 出 を確

認 したが 、虫体 を回収で きず、裂頭条虫の種 の

同定 はで きなかった。

魚介類 の生 食 は 日本 の食 文化 として確 立 し

てい る。 しか し対面販売の減少 や通信販 売 な ど

流通 ・購入形 態の変化 によ り、人体寄生 虫 に関

し、消費者 が直接入手す る情報量 は低下 し続 け

てい る。今後 、一般消費者 に対 し、正確 な情報

を普及啓発 してい く必要が ある と考える。現在、
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裂頭条虫の ライフサイクルや感染経路、サ ケ ・

マ ス類の生態 な どが十分 に解 明 されて いない 。

その ような状況 のなかで、 サケ ・マス類 の生 食

に よる感染を防止す るため に、継続的に調査 を

行 う必要があ ると考 え、現 在 も買い上げ調査 を

継続 中であ る。

(イ)生 鮮果実類 ・河川水

ここ数年 、アメ リカな どで食品 を媒介 した ク

リプ トスポ リジウムやサイ クロスポー ラの集 団

感染が報告 され ている5)。 その原因食品 として

ラズベ リーやア ップルサ イ ダー などが疑 われて

いる6)。 アメ リカなどで発 生 したガテマ ラ産 ラ

ズベ リー による事件では、農薬撒布や散水 に使

用 していた河川の水がサ イクロスポーラに汚 染

されていたこ とが判明 し、事件後 、FDAやCDC

指導 の もとガテマラのラズベ リー農家及び輸 出

業者 はHACCPの 考 えを取 り入 れた衛生安全 対

策 を導入 した。 しか し、 その後 、2件 の集 団感

染事件 が発生 し、対策が未 だ不十分である こ と

が露呈 された。 また、我が 国において も、平

成8年 に埼 玉県越生市で、水系 によるク リプ ト

ス ポリジウム感染症が発 生 している。 また、河

川水 や下水か らクリプ トスポ リジ ウムやジア ル

ジア を検 出 した報告がある。 この ことか ら、平

成9年 度 に生鮮果実や原料用 果汁な ど12品 目

178検 体 、10年 度 に生鮮 果実5品 目95検 体 、11

年度 に生鮮果実7品 目465検 体 について検査 を

行 ったが、原 虫類 を検 出 しなか った。今 年度 は

生鮮果実類6品 目132検 体 、河川水3地 点27

検体 について検査を行 ったが 、いずれ も原 虫類

を検 出 しなかった。 しか し感染症発生動 向調 査

に よると、昨年 も原虫に よる感染症の患 者の発

生が報告 されている。 この こ とから、今 後 も定

期的 に検査 を実施 し、その安全性 を確認す る必

要が あると考 えている。

オ ま と め

1980年 代 か ら、寄 生 虫 病 の復 活傾 向が み られ る

よ うに な り、1990年 代 に 入 って 、生 鮮 野菜 ・生 鮮

魚 介 類 や 食 肉 を介 して 感 染 す る寄 生 虫 症 が 急 増 し

て い る。

本 年 度 は、サ ケ ・マ ス 類 の 裂頭 条 虫 とア ニ サ キ

ス 、 生 鮮 果 実 類 ・多 摩 川 河 川 水 の原 虫 類 につ いて

調 査 を行 っ た。 そ の 結 果 、裂 頭 条 虫 の プ レロ セ ル

コ イ ドを サ クラマ ス ・時 サ ケ か ら検 出 し、 ア ニ サ

キ ス の 幼 虫 をサ ク ラ マ ス ・時 サ ケ ・秋 サ ケ か ら検

出 した 。 ま た、原 虫 類 は 検 出 しなか っ た。

今 後 も国 の動 向 を見 な が ら、 国内 外 の文 献 調 査

を引 き続 き努 め る と と も に、輸 入食 品 に 限 らず 、

寄 生 虫 症 の 感 染源 と して 考 え られ る生 食 用 の 食 品

を対 象 に調 査 を実 施 し、 食 品 中の 寄 生 虫 汚 染 実 態

につ い て把 握 に努 め て い き たい 。

力 参 考 文 献

1)村 田 以 和 央 ら 東 京 築 地 市 場 に入荷 した 日本 近

海 産 「サ ク ラマ ス 」(Oncor hynchus masou)

に お け る広 節 裂 頭 条 虫 プ レロセ ル コ イ ドの検 索

成 績 東 京 衛研 年 報29-1,95-100,1978

2)食 品 寄 生 虫 ハ ン ドブ ック 藤 田絋 一 郎 ・村 田 以

和 夫(株)サ イエ ンス フ ォー ラ ム1997

3)寄 生 虫 ・害 虫 マ ニ ュ ア ル 広 島 県 安 佐 医 師会 編

(株)杏 林 書 院1994年114-116

4)影 井 昇2・3の 食 品媒 介 条 虫症 モ ダ ン メデ

ィア28巻10号518-538

5)水 系 感 染 が予 想 さ れ る 原 虫症 とそ の 防 除対 策

6)Outbreaks of E.coliO157 infection and

Cryptosporidiosis associated with drinking

unpasteurzed apple cider. Connecticut and

NewYork, October, 1996(MMWR46(1):4-8, 1997)

7)Outbreak of cyclosporiasis. Northern Virgillia

Washington, D.C. Baltomore, Maryland,

Metropolitan area, 1997(MMWR46(30):689,

1997)

8)Food borne outbreak of cryptosporidiosis

Spokane, Washington, 1997(MMWR

47(27):565-567, 1998)

9)Outbreak of cyclosporiasis Ontario, Canada,

May 1998(MMWR47(38):797-802, 1998)
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(7)バ イオテクノロ ジー を応用 した食 品等の衛 生学

的調査 、遺伝 子組 換 え食品に関す る豆腐製造業

者へ のア ンケー ト調 査結果

●バ イオテクノロジー を応用 した食 品等 の衛 生学的

調査

ア 調 査 目的

近 年、バイオテク ノロジー技術 は、農林水産 ・

食 品分野、医療 ・医薬 品分野、鉱 工業 分野な ど、

様 々な分野で研 究が進 め られてい る。バイオテ ク

ノ ロジーには、細 胞融合 、組織培 養(胚 培養 や葯

培養 等)、 染 色体操作(三 倍体 や四倍 体の生産 、

全雌 魚生産等)、 バ イオ リアクター及 び遺伝 子組

換 え等の技術 があ り、 これ らの技 術 を応用 した食

品や食品添加 物が次 々 と開発され、 市場に流通 さ

れてい る。しか し、バ イオテクノロ ジー とい うと、

最先端でな じみのない技術 と思われ がちであ り、

消費者は、遺伝子組 換 え食品をは じめ とす るバイ

オテ クノロジー応 用食 品の安全性 につ いて、漠然

と した不安 を抱い てい る。

今 回は、遺伝 子組 換 え作物等の 入手 が困難であ

ったため、培養技術 で作 られたイネ と胚培養技 術

で作 られたカ ンキ ツにつ いて、有害 副産物 の生成

の有無及び栄養学 的な 問題の有無につ いて在来 種

と比較 した。

イ 調 査方法

(ア)調 査期間

平成12年4月 か ら平成13年3月 まで

(イ)調 査品 目

a米

「吉備の華 」(葯 培養技術で作 られた米)

「朝 日」(対 照米)

bカ ンキツ

「南香」(胚 培養技 術で作 られ たカンキ ツ)

「クレメ ンタイ ン」(対 照 カ ンキ ツ)

「温州み かん」(対 照カンキ ツ)

(ウ)検 査機 関

都立衛生研究所 食 品研究科 中毒化学研究室

栄 養研究科 栄養 研究室

食 品分析研究室

(エ)検 査項 目および検査方 法

a米

(a)動 物試験

試料 を24時 間、 マ ウスに自由摂 取 させ

(朝 日は体 重1kgあ た り420g、 吉備 の華

は体重1kgあ た り450g摂 取。)、24時 間

観 察 した。

(b)変 異原性試験(Amesテ ス ト)

試料 をメタノールで抽出後、減圧下 で溶

媒 を留 去 した。残留物 をジメチル スルポキ

シ ドに溶解 して試験 溶液 とし、 プ レー トあ

た り200mg及 び20mg(ジ メチル スルホキ

シ ドで希釈)の 用量で試験 を行 った(菌 株:

Salmonella typhimurium TA98及 びTA100)。

(c)堅 さ試験

玄米 の炊飯 は、市販 電気炊飯器 を用い、

加 える水分 は玄米 の1.8倍 量と した。炊 き

たて の玄米 について、クサ ビ形 プラ ンジャ

ー を用 いて圧 縮 し、破断強度 を測定 した。

(d)栄 養 分析

エ ネルギー、水分 、タ ンパク質 、脂 質、

炭水化 物、灰分、 ビタ ミン類、 ミネラル、

糖類 。

bカ ンキ ツ

(a)動 物 試験

果 肉 を しほ ったもの を試料 溶液 と し、マ

ウス体 重1kgあ た り試料 溶液50g相 当量 を

経 口投 与 し、24時 間観察 した。

(b)変 異 原性試験(Amesテ ス ト)

試料 をホモ ジナイズ後 、ろ過 して試料溶

液 と し、プ レー トあた り100mg及 び10mg

(水 で希釈)の 用量で試験 を行 った(菌 株:

上記 同様)。

(c)堅 さ試験

果 肉部圧縮 試験:果 実中央部 を1cm厚 に

輪切 りし、その果肉部分 に直径3mmの プラ

ンジャー を5mm/secの 速度 で当てて貫通 さ

せ、破 断強度 を測定 した。

(d)栄 養 分析

エ ネルギー、水分 、タ ンパク質、脂 質、
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炭水化物、灰分、pH、 糖度、廃 棄率、 ビタ

ミン類、 ミネラル、糖類、 有機酸類、 ア ミ

ノ酸 類。

(オ)調 査品種について

a吉 備の華(米)

京都旭 の純系淘汰で育成 された 「朝 日」 を母

に、 いもち病 に強 く短稈 で耐倒伏性が強い 「シ

ズ ヒカ リ」 を父 にもち、葯 培養の手法を利用 し

て育成 した。朝 日は品質、 食味共に優れ 、現在

人気 の高い 「コシヒカ リ」 や 「ササニシキ」の

ルー ツ ともな っているが、 い もち病 、耐 倒伏性

に弱 く、脱粒 しや すい。その ため、吉備 の華は、

両者の長所 を受け継 ぎ、い もち病 、耐倒 伏性 が

強 く、脱粒 しに くい良食味米 である。 しか し、

秋落抵抗性、紋枯病にや や弱い。平成12年 度 の

作付面積 は2,020haで あ る。

b南 香(カ ンキツ)

食べやす く種のない温州 みかん 「三保 早生」

を母 に、糖度 が高 く赤色の美 しい 「クレメ ンタ

イ ン」 を父にもち、胚培養 の手法 を利用 して育

成 した。温州 みかんは剥皮 が容易で種が な く食

べ やすいことに特徴 があるが、糖度がやや低 い

の が欠点で ある。南香 は、 両者の長所 を受 け継

き、無核で糖度が高 く、 品質が優れてい る。現

在の 生産面積 は約30aと そ う多 くないため、宮

崎市 など地元 で販売され、 中元ギ フ トと して人

気が 出ている。

c朝 日(米)

新品種の 「シズヒカ リ」 は手に入 らなか った

ため、 「朝 日」のみを対 照 品種 とした。

d温 州 みかん とクレメンタイ ン

温州みかん(三 保早生 と興 津早 生をか けあわ

せた もの。)と クレメ ンタ イ ンを対象 と した。

ウ 調査結果

(ア)米

a動 物試験

いずれの検体 とも、マ ウス に異常は認 め られ

な かった。

b変 異原性 試験

い ず れ の 検 体 と もTA98-S9、TA98+S9、

TA100-S9、TA100+S9の いすれの場合 も変異原

性 を認 めなかった。

c堅 さ試験

朝 日、吉備の華 とも破 断強度は近い値 を示 し、

両者に差異は見 られなか った。

d栄 養分析

吉備の華、朝 日、五 訂食 品成分表 を比較 した

結果 、特 に違 いはなか った。

(イ)カ ンキツ

a動 物試験

いずれの検体 とも、 マウス に異常は認 め られ

な かっ た。

b変 異原性試験

い ず れ の検 体 と も 、TA98-S9、TA98+S9、

TA100-S9、TA100+S9の いずれの場 合 も変異原

性 を認めなか った。

c堅 さ試験

果 肉部圧縮試験:破 断荷重は、ク レメ ンタイ

ン(1,422gf)、 南香(1,098gf)、 温州 みかん(976gf)

とな り、ク レメ ンタ インの果肉が一番 しまって

い るといえる。南 香 と温州みかんは、ほ ほ同様

の硬 さであった。

果 肉貫通 試験:南 香(1,328gf)、 ク レメンタ

イ ン(765gf)、 温州 みかん(580gf)と な り、

南香 の果皮 の硬 さは際立 っていた。

d栄 養分 析

南香、 クレメ ンタイ ン、温州みか ん、五訂食

品成分表 を比較 した結果 、特 に違 いはなか った。

工 考察

(ア)米 について

作 物 は栽培条件等 に よって検査結果 は変わ っ

て くる可能性があ るが、今 回調査 した分 析結 果

の範 囲 内では安全性 に問題 とな るような点は認

め られなか った。

(イ)カ ンキツについて

作 物は栽培条件等 によって検査結果 は変わっ

て くる可能 性があ るが、今 回調査 した分析結果

の範 囲内では安全 性 に問題 とな るような点 は認

め られなか った。
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オ お わ りに

今回、 バイオテクノロジーを応用 した食品2品

目につ いて調査 したが、 調査 した範 囲 内にお いて

特 に安全性 に問題 となる点は、認 め られな かった。

バイオテ クノロジー応用食品につ いては、多 く

の消費者 は具体的 な内容 を知 らず、断 片的な マス

コ ミか らの情報 によって 、不安感 を抱 いてい る。

消 費者が正 しく理解 し自分 自身で判断 で きるよう

に、バ イオ テクノロジー応用食品に関 して、継続

的 に安全性 について適切 な検査及び調査 を行い、

情報 を提供 しつづ ける必要性があ る。

力 語句 説 明

(ア)細 胞融合

二 つの異な る生物 の細胞 を融合促 進剤 や電気

的刺激 に よって一つ に融合 させて核 や細胞 質を

交 じ り合わせ、新 しい遺伝 子の組 み合わせ を持

つ雑種細 胞 を作 り出す。

(イ)胚 培 養

雑種胚 が枯死 する前 の若 い胚 を取 り出 し、 人

工培地 上で培養 し発芽 させ ることで、雑種固体

を作 り出すこ とがで きる。

(ウ)葯 培 養

従 来 の交配 による育種方法では、 品種 と して

必要な性質が均一化 し、安定する まで には何回

も自家受粉 を繰 り返 す必要がある。 しか し、交

配 でで きた植物か ら葯(お しべ の先の花 粉の入

った袋)を 取 り出 して培養すれ ば、品種 として

の性 質 を早 く安定 させ ることがで きる。

(エ)三 倍 体 と四倍体

受精卵 に物 理的又 は化学的刺激 を与 え、染 色

体 を3対 又は4対 もつ個体(三 、 四倍 体)を 作

り出す 。三倍体の魚類、 貝類は不妊化 して産卵

しない ため永 く生息 し、大 きな固体 とな り、 四

倍体 の 野菜 は大きさや ビタ ミン含有 量な どがも

との二倍 体 よ り利用 価値の高い もの にな る。

(オ)全 雌 魚生産

魚 卵 に紫外線で染色体機能 を壊 した精 子 を受

精 させ、急 冷、高圧な どの刺激を加 え ると卵の

中にあ る2対 の染色体だ けをもつ受精卵 がで き、

この 受精卵か ら発生す る個体は全て雌 にな る。

この雌 に雄性 ホルモ ンを投 与 して、遺伝 的には

雌 だが性機 能は雄の個体 を作 り、普通の雌 と交

配 させ る と雌だ けを大量 生産 で きる。

(カ)バ イオ リアクター

高分 子ポ リマーな どに酵 素 を固定化 し、原料

を通過 させ ると連続 的に反 応を起 こさせ、高 い

効率で生産物 が得 られ る。この技術 はア ミノ酸

や異性化糖 の製造 にお いて工業化 されてい る。

(キ)遺 伝 子組 換 え

必要 な遺伝情報 を、 目的 とする動植物の遺伝

子に組み込む こ とによって、必要 な遺伝形質 を

発 現 させ る。 有用 な性 質をもった新 しい 品種 を

短 い期間 で開発す ることが可能 である。

(ク)変 異原性 試験(Amesテ ス ト)

ア ミノ酸の一種で あるヒスチ ジンの生合成 系

に欠損 のあ るサルモ ネラ変異株 を用いて、 ヒス

チ ジ ン要求性 か ら復帰突然変異 を効率 よ く簡便

にプ レー ト上で検 出す る方 法。sgmix(肝 臓 ホ

モ ジネー トの9,000xg、10分 間遠沈上澄み(S9)

に補酵 素を添加 した もの)を 培地に添加 す ると、

代謝活性化(動 物体 内で代謝 されて初 めて生物

活性 を示す ようにな る)を 必要 とす るがん原性

物質 を検 出す ることがで きる。

キ 参考資 料

・くら しの なかのバイオテ クノロジー 農林水 産

省農林水産技術会議事務局 平成12年3月 作成

・四訂 日本食 品標 準成分表 科学技術庁 資源調 査

会編 大蔵省 印刷局 昭和57年11月25日 初版

発 行 昭和63年10月31日5刷 発 行

・五訂 日本食 品標 準成分 表 科 学技術庁 資源調 査

会編 大蔵省 印刷局 平成12年12月20日 発行

・改訂 日本食 品ア ミノ酸組 成表 科学技術庁 資源

調査 会編 医歯 薬出版株 式会社1986年 発行

・カ ンキッ新 品種`南 香'果 樹 志試報Bull .Fruit

Tree Res. Stn. 20:71～77, 1991奥 代直 巳他

・果樹試験場興 津支場 試験研 究年報(S59～S62年

度)農 林 水産 省果樹 試験 場興津支場

・平成 元年度 近畿 中国地域 にお ける新技術 近

畿 中国農 業試験研 究推進 会議事務局
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●遺伝子組換え食品に関する豆腐製造業者へのアンケー

ト調査結果

ア 調査 目的

当センターでは遺伝子組換え食品の輸入実態を把握

するため、平成11年11月 に食品の輸入業者に対 して

アンケー ト調査を行った。その結果、9社 が遺伝子組

換え食品(と うもろこし、なたね、大豆)を 取扱った

と回答 し、このうち、遺伝子組換え大豆を取扱ったの

は4社 であった。

今回は、東京都内の豆腐製造所を対象に、原料大豆

の遺伝子組換えに関する使用実態を把握するためアン

ケー ト調査 を行った。

イ 調査方法

(ア)実 施期間

平成12年8月 下旬か ら11月 下旬まで

(イ)調 査対象者

東京都内に製造所を有する豆腐製造業者(以 下「事

業者」 という)1,404事 業者

(ウ)調 査方法

表4-5-31原 料大豆の種類

※%…665業 者に対する割合

郵送によるアンケー ト調査(無 記名)

(エ)設 問事項

(1)原料大豆の種類、(2)分別流通の場合の証明書入

手先、(3)原料輸入大豆の生産国、(4)原料大豆の仕入

先、(5)原料大豆についての表示または掲示、(6)消費

者からの問い合わせ、(7)自由意見

ウ 調査の結果

(ア)ア ンケー トの回収状況

665通(回 収率47.4%)

(イ)原 料大豆の種類

原料大豆の種類を表4-5-31、 図4-5-13に 示す。ほ

とんどの事業者が非遺伝子組換え大豆を使用 してい

ることが明らかとなった。なお、遺伝子組換 えの輸

入大豆を使用 していると回答 したのは4業 者であっ

た(こ のうち1業 者は遺伝子組換えの脱脂大豆も使

用)。 多くの事業者は国産大豆を輸入大豆と組み合

わせて使用 していた。

※国産大豆は非遺伝子組換えであると言われている。

図4-5-13原 料大豆の種類

(ウ)分 別流通の場合の証明書の入手先

分別流通されている輸入大豆(非 遺伝子組換え)

を使用 していると回答 した事業者は561業 者であっ

た。分別流通の証明書の入手先で最も多かったのが、

輸入商社からであった(表4-5-32、 図4-5-14)。

表4-5-32証 明書の 入手 先

※輸入大豆(非 遺伝子組換え・分別流通)を 使用し

ていると回答した561業 者に対する割合
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図4-5-14証 明書の入手先

(エ)原 料輸入大豆の生産 国(表4-5-33、 図4-5-15)

輸入大豆 を使 用 してい る と回答 した事 業 者の約90%

が米国産の 大豆を使用 して いた。ついで カナダ、オ

ース トラ リア、中国の順 であ った。

表4-5-33原 料 輸 入大豆の生 産 国

※輸入大豆を使用していると回答した647業 者に

対する割合

図4-5-15原 料輸入大豆の生産国

(オ)原 料大豆の仕 入先(表4-5-34、4-5-16)

最 も多かったの が、大豆卸 問屋 か らで、

っ いで東京都 豆腐商工組合 であ った。

表4-5-34原 料 大 豆 の 仕 入 先

※665業 者に対する割 合

図4-5-16原 料 大豆の仕入先

(カ)原 料大 豆につい ての 表示または掲 示(表

4-5-35、 図4-5-17)

容器包装 に表示 または店頭 に、遺伝子

組 換 え に関 す る掲 示 を行 って い た事 業

者 は約 半数の340事 業者(51.1%)で あ

っ た。表示 または掲示 してい る内容 を表

5に 示す。最 も多 かったのは 「遺伝 子組

換 え大豆 は使用 して い ません」 であ った。

305



第四章 食品機動監視班(食 品環境指導センター)に よる監視事業

表4-5-35原 料 大豆についての表示または掲示内容

※ 表示(掲 示)し ていると回答した340業 者 に対す

る割合

図4-5-17原 料大豆についての表示または掲示内容

(キ)消 費者か らの問い合 わせ

約6割 が 「ない」 と回答 した(417事 業者 、

62.7%)。 「あ る」 と回答 した事 業 者 は154

(23.2%)で 、主 に 「遺伝 子組換 え大 豆 は使 用

しているか」(73)、 「大豆の産地は どこか」

(25)と いった内容であ り、 「人体 に どの よう

な影響 があるのか」(3)と い った安全性 につい

ての問い合 わせ も、少数 なが らあった。.

(ク)自 由意見 について

101事 業者(15.2%)か ら寄せ られた。 「研究

を進 め 、安全 性 をはっ き り証明 して ほ しい」

(10)、 「行政が積極的 に安全性 に対 して説 明

してほ しい」(6)、 「安全 なのか問題 なのか正

しく消費者 に伝えるべ き」(6)と いった安全性

に関す る意見が多かった。また、 「使用(輸 入)

すべ きで はない、禁止 して欲 しい」(10)、 「遺

伝子 組 換 え食 品はな るべ く使用 した くない 」

(9)と い った意見があ る一方 、 「食糧 問題 を解

決す るには遺伝子組換 え技 術 は不可欠」(6)と

いった意見 もあった。

エ まとめ

今 回対 象 とした東京都内の豆腐製造業 におい て

使用 されている大豆 は、ほ とん どが非遺伝子組換

えであ った。原料大豆について は、約半数(51.1%)

の事業 者が表示、 または掲示 を行 っていた。 その

内容 のほ とんどは 「遺伝子組換 え大豆 は使用 して

お りません」で あった。消費者 か ら事 業者 に対 し

て直接 質問があ ったのは約2割 であ り、その内容

の多 くは、遺伝子組換 え大豆 の使用 の有無 と大豆

の産地 についてであ った。
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(8)生 食用 野菜等 の衛生 学的調査

ア は じめに

現在、世界 各国で細 菌等 に汚染 された生野菜 に

よる感染症、食 中毒が多数報告 され てい る。我が

国では、1996年 に大阪堺市 で発生 した病 原大腸 菌

0157に よる集団食 中毒 の原因食材 と して、かいわ

れ 大根の可能性 が指摘 され たことを契機 として、

にわ かに野菜 の衛生問題 に関心が高 まった。

日本 にお ける生食用 野菜 の生産増 加は、生産方

法 の改 良(水 耕栽培等)、 あ るいは食 習慣の欧風

化 によ り、今 まで生食 されなかった野菜類が、生

サ ラダや十分 に加熱 され ないまま食べ られ るよう

になったことが、その一 因 と考 え られ る。 この た

め、細菌汚染の懸念 され る夏期 に、生 または不十

分な加熱で食 べ られ る野菜類 を中心 に買い上げ、

食 中毒起因菌や大腸 菌群等 を検査 した。生食用 野

菜類については、食 品衛生法上規格基準 は設定 さ

れていないが、細 菌学的実態の一端 を明 らかにす

る事 を 目的 として調査 を行 った。

イ 調査 内容

(ア)実 施期 間 平成12年5月 か ら平成13年2

月 まで

(イ)実 施方法

a買 い上 げ場所及 び方法

野菜類については、都 内スーパー マーケ ッ ト

及 びデパー トの野 菜売 り場か ら、産地 において

包装 され、生産者 の特定で きるもの を対象 に買

い上 げ し検体 と した。

種 子につ いては、水耕栽培で きる、 あるいは

生野菜 としてその ま ま食 べ られ るもの を対象 と

し、 小売販売店 か ら購入 した。

また、かいわれ大根 の種子1検 体 は、アメ リ

カ産の業務用種子 で生産者か らの提供 による。

b検 査 品目

表4-5-36の とお りで野菜類31種355検 体 と

種 子5種7検 体(内 訳 か いわれ、 みつば各2

検 体、サラダ菜 、 ブロ ッコ リーの芽、 レタス 各

1検 体)の 合計362検 体であ る。

(ウ)検 査機 関

都立衛 生研 究所 微生物 部 細 菌第一研 究科

腸 内細 菌研 究室及び食 中毒研 究室

表4-5-36検 査品 目一覧

(エ)検 査項 目

野菜 類:細 菌数、大腸菌群、黄色 ブ ドウ球菌、

サル モネラ、病原大腸菌、リステ リアの6項 目、

他 に厚 生労 働省の食 中毒 菌汚染実態調 査の依 頼

を受 け、7月 か ら9月 に実施 した180検 体 につ

いて は、 大腸菌を追加 した。

種子:細 菌数、大腸菌群 、サルモネラ、病 原

大腸菌、大腸 菌の5項 目

(オ)検 査方 法

食 品衛生検査指針 に基 づ き実施 した。

ウ 調査結果

(ア)野 菜類

病原 大腸菌 とサルモネ ラは、355検 体すべ て

の検体 か ら検出されなか った。黄色 ブ ドウ球 菌

は、表4-5-37の とお り7種8検 体 から検出 され

た。

大腸 菌は、表4-5-38の とお り16種33検 体 か

ら検 出され た。

リステ リアは、表4-5-39の とお り、ね ぎ1検

体か ら検 出 された。
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表4-5-37黄 色 ブ ドウ球 菌検 出 品 目

表4-5-38大 腸 菌 検 出品 目

表4-5-39リ ス テ リア検 出 品 目

(イ)種 子

種子について も7検 体 すべ ての検体か ら病 原

大腸菌及 びサル モネ ラは検 出されなかった。

大腸菌は表4-5-40の とお り、みつば1検 体 か ら

検 出され た。

表4-5-40種 子の大腸菌検 出品 目

エ 考察

種子 を含む野菜類362検 体 すべ てか ら、病原大

腸 菌及びサルモネ ラは検出 され なかった。 また、

東 京都の他の検査機関が報告 した野菜類120検 体

か らも上記2細 菌は検 出 されなか った。 この結果

か ら野菜類 に対する病原 大腸菌及びサ ルモネ ラ汚

染 の広が りは確認で きな かった。

東京 都の指導基準(サ ラダ等未加熱 そ う菜 の項

目、黄色 ブ ドウ球 菌:陽 性、サルモ ネラ:陽 性、

大腸菌:陽 性、細 菌数:100万/gを 超 え るもの、

大腸菌群:3,000/gを 超 え るもの)が 適 用 され るカ

ッ ト野菜(生 食用)に ついてみ る と、 基準 を超 え

た もの は、黄色ブ ドウ球菌で2検 体、大 腸菌で1

検体、細菌数で43検 体、大腸菌群 で42検 体であ

った。同一検体で基準 を超 えたものの重複 を考慮

す る と54%の 検体 が不良 と判定 され た。

細菌数、大腸菌群数 の多 いことに よ り、直 ちに

病原性 につ いて言及す るこ とはで きないが、 カ ッ

ト野菜 に仮 に病原大腸菌や 糞便 系大腸 菌が存在 し

た場合 には、通常の生鮮野菜 よ りも短 時 間に増加

す るこ とが予想 され る。 品質向上及び菌数増加の

抑制 には、製造段階での適切 な殺 菌が重要で ある

が、製造 か ら販売の各段 階にお け る温 度管理 を厳

格 に行 こ とが更 に重 要で ある と考え る。
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(9)食 品中の微量 有害化学物 質 に関す る調 査

ア 調査 目的

BHC、DDT等 の有機塩素系農薬 は、有害性 や環

境残留性があることか ら1970年 代前半に製 造が禁止

されてい る。過去、国内で使用 されたたこれらの農

薬は、1998年5月 に環境庁が発表 した 「外因性内分泌

損乱化学物質問題への環境庁の対応方針について(環

境ホルモン戦略計画speed'98)」 の中で内分泌か く乱

作用が疑われる化学物 質 と して示 されて い る。

また、これ ら残留性有機汚染物質(POPs)は 、大気

中や水系で拡散 し地球規模の汚染が懸念され るため、

2001年5月 、DDT、 ディル ドリン等の12物 質を国際的

に規制する 「ス トックホルム条約(POPs条 約)」 が採

択された。この条約を批准す るの に必要な 国内体制

を整えるため、環境省は残留性 有機汚染物 質 につ い

て、大 気、水 質、食物、人体等の汚染実態調 査や

技術研 究な どを行 ってい る。

このような現状において、平成10年 度より微量 レベ

ルの検査体 制の整 った農 産物の 有機塩素系物質を

対象に調査を実施 している。10年 度は、一般 的に有機

塩素系農薬の吸収、濃縮性が高 い とい われてい る

ウ リ科 の作 物の うち、 きゅう り、 トマ トを、11年

度はかぼち ゃ、 メ ロンについて調査 を実施 した。

12年 度は、ウリ科作物の国産すいか と代表的な結球

葉菜であ る国産 キャベ ツにつ いて有機塩 素系物質

を対象に検出感度 を高 め残留実態 の調査 を行 った。

また、検査法 を改 良 したことによ り、食 肉の微量

レベルでの検査が 可能 となったこ とか ら、都 内に

流通す る牛肉 につ いて有機塩素 系物 質を対象 に検

出感度 を高 め残 留実態 の調査 を行 った。

イ 調査方法

(ア)調 査期間:平 成12年4月 か ら平成13年3月

まで

(イ)実 施 方法:都 内の地方 卸売市場、農 協販売所、

青果物 販売店で購入 したすいか、キ

ャベ ツ及 び、都 内の食肉販 売店で購

入 した牛肉を検体 と した。

aす い か13品 目

(購 入時期 平成12年7、8月)

bキ ャベツ15品 目

(購 入時期 平成12年7～11月)

c牛 肉30品 目

(購 入時期 平成12年7～8月)

(ウ)検 査項 目:有 機 塩素系物 質10項 目について

検査 した。

a-BHC、a-BHC、a-BHC、a- BHC

p,p,-DDT、p,p,-DDD、p, p'-DDB

デ ィ ル ド リ ン

ヘ プ タ ク ロ ル

ヘ ブ タ ク ロ ル エ ポ キ サ イ ド

(エ)検 査機 関:衛 生研究所 農 薬分析研究室及び

食肉魚介化学研 究室

(オ)検 査方法:す いか、キャベ ツについては、食

品衛 生法第7条 に基づ く 「食 品、添加物等の規

格基 準」の 中の成 分規格 試験 法 に準拠 し、すい

かは果皮を除去 した もの、キ ャベ ツは外側 変質

葉及び しんを除去 したもの を検体 と した。また、

すいかにつ いては、併 せて果実全体 を検体 と し

て実施 した。

牛肉については、厚生省通知(昭 和62年8月27

日付衛乳第42号)に よ り示 され た 「牛肉 中の有

機塩素化合物の分析法」に準拠 し実施 した。なお 、

試験溶液の調製等 において、再精 製、再抽 出 を

行 うことによ り、検 出感度 を向上させた。

(カ)検 査装置:電 子捕獲型検 出器付 きガス クロマ

トグ ラ フ及 び ガス クロ マ トグ ラ

フ ・質量分析 計

(キ)定 量下限:農 産物1ppb

牛 肉1ppb(脂 肪 中)

(但 し、BHCは5ppb)

なお、従来の検査 では定量 下限は

農産物 で10ppb、 牛 肉で20ppb(但 し、

総BHC,総DDTは50ppb)で あ る。

ウ 調 査結果

(ア)農 産物の調 査結果(検 出状 況は表4-5-41

の とお り)

調査 した農 産物28品 目41検 体 すべてか ら

検査対 象 とした有機塩 素系物質 は検出 されな

かった。

309



第四章 食品機動監視班(食 品環境指導センター)に よる監視事業

表4-5-41農 産物 の有機塩素系物質の検出状況

※ すいかの検査 は同一品 目で果 肉、全果の検査 を

実施 している。

・すいか

果肉13検 体、全 果(果 実全体)を13検 体検査

した。

果肉、全 果 ともに、対象 とした有機塩素系物 質

は検出 されなかった。
・キ ャベツ

15検 体すべ て検査対象 とした有機塩素系物 質

は検出 されなか った。

(イ)畜 産 物 の 調査 結 果

調査 した牛 肉30検 体 中 、25検 体 か らp,p'-DDE

が1～12ppb検 出 され、 そ の う ちp,p'-DDTが2

検 体 か ら1ppb、 デ ィル ドリ ンが3検 体 か ら1～

3ppb、 ヘ プ タク ロル エ ポ キ サ イ ド1検 体 か ら

lppb検 出 され た(検 出状 況 は 表4・5-42参 照)。

BHC(α-、 β-、γ-、δ-体)、p,p'-DDD、 ヘ プ タ

ク ロル につ い ては 、 いず れ の 検 体 か ら も検 出 さ

れ なか っ た。

a国 産 牛 肉

表4-5-42食 肉(脂 肪中)の 有機塩素系物 質の検 出状況

14検 体 中11検 体 か ら、p,p'.DDEが1～7ppb

検 出 され た 。 その う ち 、p,p'-DDEが7ppb検 出

さ れ た1検 体 か らp,p'-DDTが3ppb検 出 され た。

b輸 入 牛 肉

16検 体 中14検 体 か ら、p,p'-DDEが1～12ppb

検 出 され た 。 そ の うち 、p,p'-DDEが2ppb検 出

され た1検 体 か らデ ィル ドリ ン3ppb及 び ヘ プ

タ ク ロ ル エ ポ キ サ イ ド1ppbが 、p,p'-DDEが

12ppb検 出 され た1検 体 か らp,p'-DDT1ppb及 び

デ イル ドリ ン2ppbが 検 出 され た 。

エ 考察

(ア)す い か、キャベ ツについて

一般 的に ウリ科の作物 は有機塩 素系農薬の吸

収、濃縮性 が高いといわれてお り、文献 による

と 「落花生、ニ ンジ ン、ウ リ類は有機塩素系農

薬 を吸収 しやすい作物 であ るので、過去 に有機

塩素系農薬 を多用 した場所での栽培 には注意 を

要す る。」1)と の記述 がある。昨年度 に調査 し
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たかぼち ゃ10検 体 中5検 体 からデ ィル ドリンが

2～27ppb検 出され、その うち1検 体 か らはヘプ

タクロルエポキサ イ ドも2ppb検 出 され てい る。

また、メ ロンの全果検 査で も10検 体 中3検 体 か

らデ ィル ドリンが1～2ppb検 出され てい る。 こ

の ことか ら、これ らの有機 塩素系物 質が農薬 と

して使用 されな くな ってか ら長期間 を経てい る

が未だ に環境 中に残存 し、農作物に移 行 したも

の と考 え られる。

しか し、 すいか及 び キャベ ツについ ては、検

出感度 を高 めた今回の調査 で対象 と した有機塩

素系物質 は検出 され なか った。

(イ)牛 肉 につ いて

牛肉については、 食 品衛生法の残 留農薬 基準

の基 準値の設定はない。 しか し、米 国で豪州産

牛肉か らDDT、 デ ィル ドリン等の残 留 が発見 さ

れたの をきっかけに、厚 生省通知(昭 和62年8

月27日 付衛乳第42号 「DDT等 の残留 す る輸入

食 肉の 流通 防止につ いて」)に よ り輸 入食 肉の

残留農 薬暫定基準値(総DDT脂 肪 中5ppm、 デ

ィル ドリン(ア ル ドリンを含む)脂 肪 中0.2ppm、

ヘ プタクロル(ヘ プタク ロルエポキサ イ 下を含

む)脂 肪 中0.2ppm)が 示 されてい る。今 回の調

査結果 では、検出値 が これを超え るものはなか

った。

また、 国産、輸入 牛肉 ともに、p,p'-DDEが

高率に検出 されてい る。 これは、環境 中に残 留

した有機塩 素系物質 が、食物連鎖 を通 じて生体

内に蓄積 したため と考 え られ る。

オ まとめ

今 回の調査で、すいか、 キャベツか らは検査対

象 とした有機 塩素系物 質は微量 レベル の検査 でも

検 出され ない ことを確認 した。 また、 牛肉 につ い

て は有機塩 素系物 質の残存 及びその濃度 を確認 す

ることがで きた。有機塩 素系物質を検 出 した牛肉

25検 体 すべ てが従来の 検査 法の定量下 限 以下 と

な るが、検査 方法の改良 に よ り検出感度 を高 めた

ことで把握 す ることがで きた。

これ らの検 出値について は、毒性 レベ ルの評価

に よる現行の規制では問題 はないが、内分 泌か く

乱作用が疑われ る化学物 質の人に対す る リス クが

あ きらかになれ ば、今後新 たな規制 が考 えられ る。

人への リス ク評価 には、微量 レベルでの各種食 品

の分析デー タが必 要 となることか ら、長期的な展

望に立 った調査の継続が必要で あると考 えられ る。

力 参考文献

1)植 村振作 ら:「 残留農薬 データ ブック」

三省堂、p.55(1992)
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(10)農 産物 における残留基 準未設定農薬の残留実

態調査

ア 調査 目的

残留基準が設定 された農薬 は、平成3年 度26

農薬で あったが、厚生省(厚 生労働省)に よる基

準設定 が進 み、現在199農 薬 まで増 えてい る。 ま

た、有機 ・無農薬 ・減農薬栽培 農産物 については、

平成8年 度 に 「有機農産物及 び特別栽培農産物 に

係 る表示 ガイ ドライ ン」が制 定 され、平成12年

6月10日 か らは 「農林物資 の規格化及び品質表示

の適正化 に関する法律」(JAS法)が 施 行 にな り、

平成13年4月1日 よ り「有機」の表示に規制 が か

けられ るよ うになる。

一方、農作物の安全性につ いて消費者 の関心は

高い。東 京都が昨年12月 に まとめた、都 消費生活

モニター500人 を対象に行 った食 品の安全性 に 関

す る調査 によると、全体 の44%が 残留農薬 に不安

を感 じてい るとい う結果だ った(複 数 回答)。 ま

た、47%が 内分泌 か く乱物 質(環 境 ホルモ ン)も

不安で あるといった結果 であったが、 内分泌 か く

乱作 用 が疑われてい る農薬 も少な か らず存在 す る。

これ までの残留農薬実態調査結果 では残留基 準

を超 える例は ほとん どなかったが 、残留 基準 の設

定され ていな い農薬 はかな り検 出され てい る。 ま

た、有機農産物や特別栽培農産物 か らも農薬 が検

出 され てい る。

食 品機動監視第9班 は平成4年 度 よ り本調査 を

継続実施 しているが、本年度 は以 上の状 況を踏 ま

え、無農薬 ・減農薬 栽培農産物 を中心に、農薬 の

残留実態 について調査 すること とした。

イ 調査方 法

(ア)調 査期 間

平成12年4月 か ら平成13年3月 まで

(イ)実 施 方法

a調 査対象農産物 は特別 栽培(無 農薬 ・減農薬 ・

有機栽培等)農 産物21品 目と した。詳細は表

4-5-43に 示す。

b検 査部位 につ いては、 各作物 とも食 品衛生法

第7条 に基づ く食 品、添加物等 の規格 基準中「穀

表4-5-43残 留 農薬検査 ・検体一覧
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類 、 豆 類 、果 物 、 野 菜 、種 実 類 、 茶 及 び ホ ッ プ

の成 分 規格 の 試 験 法 」 に規 定 さ れ た 検 査 対 象 部

位(規 格 試験 部 位)を 検査 した 。 た だ し、 検 査

部 位 の 違 い に よ る農 薬残 留 の 実 態 を把 握 す るた

め の参 考 と して 、 ぶ ど う以 外 の 果 実(も も、 ゆ

ず 、 日本 な し、 りん ご、 キ ウ ィー 、 メ ロ ン)に

つ い て は、 果 皮 、 種 子 、 しん等 の 除 去 前 後 に お

け る残 留農 薬 を 、 除 去 前 を 「全 果 」 、 除 去後 を

「果 肉 」 と して 検 査 した。

c調 査 対 象施 設 は 、 多摩 地 区 内 の 特 別 栽培 農 産

物 等 を扱 う小 売 店 及 び野 菜卸 売 専 門業 者 と した 。

(ウ)検 査 機 関

都 立 衛 生 研 究 所 生 活 科 学 部 食 品 研 究 科

農 薬 分 析 研 究 室

(エ)検 査 項 目

以 下 の81種 類 の 農 薬 につ い て 検 査 を実 施 し

た。

a有 機 塩 素 系 農 薬(15農 薬)

総BHC、 総DDT、 デ ィル ドリ ン、エ ン ドリン、

カ プ タ ホー ル 、 キ ャ プタ ン、 ジ コ ホ ー ル 、 イ ブ

ロ ジ オ ン、 キ ン トゼ ン(PCNB)、 ク ロ ロ タ ロ

ニ ル(TPN)、 エ ン ドスル フ ァ ン1(a-ベ ン ゾ

エ ピ ン)、 エ ン ドス ル フ ァ ンII(a-ベ ン ゾエ ピ

ン)、 プロ シ ミ ドン 、 ビン クロ ゾ リ ン、 クロ ル

ニ トロ フ ェ ン(CNP)

b有 機 リン系 農 薬(35農 薬)

パ ラ チ オ ン、パ ラ チ オ ンメチ ル 、カ ズサ ホ ス、

EPN、 フ ェニ トロ チ オ ン(MEP)、 フ ェ ンチ オ

ン(MPP)、 ク ロ ル ピ リホス 、 総 ク ロル フ ェ ン

ビ ンホ ス(CVP)、 ジ ク ロル ボ ス(DDVP)、

プ ロチ オ ホ ス 、 マ ラ チ オ ン、 チ オ メ トン、 イ ソ

フ ェ ン ホス 、 トル ク ロホ ス メチ ル 、 ピ リ ミホ ス

メ チ ル 、 ジメ トエ ー ト、 ダイ ア ジ ノ ン、 フ ェ ン

トエ ー ト(PAP)、 ホ サ ロ ン、 ジ メ チ ル ピン ホ

ス{E、Z}、 ピ ラ ク ロ ホス、 ブ タ ミホ ス 、 ホ ス

チ ア ゼ ー ト、 メ チ ダ チ オ ン(DMTP)、 ジ ク ロ

フ ェ ンチ オ シ(ECP)、 イ ソ キ サ チ オ ン、 エ チ

オ ン 、 エチ ル チ オ メ 、トン、 ク ロ ル ピ リホ ス メ チ

ル 、 シ ア ノ ホ ス(CYAP)、 ピ リダ フ ェ ンチ オ

ン、ホ ス メ ッ ト(PMP)、 シ ア ノフ ェ ンホ ス(CYP)、

EPBP、 サ リチオ ン

cカ ーバ メイ ト系農薬(14農 薬)

アルジカル ブ、カルバ リル(NAC)、 イ ソプ

ロカル ブ、エチオフェン'カル ブ、オ キサ ミル、

クロルプ ロファム(CIPC)、 ジエ トフェ ン

カル ブ、 ピ リミカー ブ、チ オベ ンカルブ、ベ ン

ダイオ カル ブ、メチオカル ブ、 フェノブカル ブ

(BPMC)、 メ ソミル、 チオ ジカルブ

d含 窒素系農薬(14農 薬)

トリアジメノール、 ジクロ フルアニ ド、 ビテ

ル タノール 、 ミクロブタニ ル、 メプロニル、エ

ス プロカル ブ、プレチ ラクロール、メフ ェナセ

ッ ト、 テブフェンピラ ド、 フェナ リモル 、 フル

トラニル 、ペ ンディメ タ リン、オ キサジアゾ ン、

トリアジメホ ン

eそ の他 の農薬(3農 薬)

キ ノメチオ ネー ト、 フル シ トリネー ト、 シペ

ルメ トリン

(オ)検 査方 法

食 品衛生法第7条 に基づ く食 品、添加物 等の

規格 基準(平 成8年9月2日 、厚生省告 示221

号)中 「穀類、豆類、果 実、野菜、種実類、 茶

及 びホ ップの成分規 格の試験法」に準拠 した(検

出限界0.01ppm)。

ウ 調査結 果

表4-5-46の とお り、野菜、果実合わせて68検

体(規 格 試験部位)を 検査 した ところ、25検 体 か

ら15種 類 のべ39農 薬 が検 出 され た。食品衛生 法

に基づ く残 留農薬基準(残 留農薬基準)を 超 えて

農薬が検 出された ものが1検 体1農 薬、農 薬取締

法 に基づ く農薬 登録保留基準(登 録保留基 準)を

超 えて検 出され たものが1検 体1農 薬 あった。

(ア)無 農薬栽 培野菜

12検 体 中2検 体か ら農 薬が検 出され た。内訳

は、以下 の通 りであ る。

・「カボチャ」1検 体 から、デ ィル ドリンが0。02ppm

検 出され た。

・ 「しそ」1検 体 か ら、 シペ ルメ トリンが1.0ppm

検 出され た。
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(イ)無 農 薬 栽 培 果 実

3検 体 中 農 薬 が検 出 され た もの は なか っ た。

(ウ)減 農 薬 栽 培 野 菜

41検 体 中15検 体 か らのべ22農 薬 が検 出 さ れ

た 。 内訳 は 、 以下 の通 りで あ る 。

・「き ゅ う り」1検 体 か ら、イ プ ロ ジオ ンが0.03ppm

検 出 され た 。

・ 「きゅ う り」4検 体 か ら、 プ ロ シ ミ ドンが0.01

～0 .25ppmの 範 囲 で検 出 され た。

・ 「き ゅ う り」1検 体 か ら、 メ ソ ミルが0.04ppm

検 出 され た 。

・ 「レ タス」1検 体 か ら、 ク ロ ロ タ ロニ ル(TPN)

が0.79ppm検 出 され た。

・ 「トマ ト」2検 体 か ら、 プ ロ シ ミ ドンが ど ち ら

も0.03ppm検 出 され た。

・ 「なす 」1検 体 か ら、 プ ロ シ ミ ドンが0.10ppm

検 出 され た。

・ 「ピー マ ン」2検 体 か ら、 プ ロチ オホ ス が そ れ

ぞ れ0.04ppm、1.7ppm検 出 さ れ た。

・ 「ピー マ ン」1検 体 か ら、 メ ソ ミルが0.02ppm

検 出 され た 。

・ 「ほ うれ んそ う」1検 体 か ら、 クロ ロ タ ロ ニ ル

(TPN)が3.8ppm検 出 され た。 これ は 、登 録 保

留 基 準2ppmを 超 えて い る 。

・「ほ うれ ん そ う」1検 体 か ら、メ ソ ミルが0.04ppm

検 出 され た。

・ 「未 成 熟 い ん げ ん」1検 体 か ら、 ジ コホ ー ルが

0.03ppm検 出 され た。

・ 「未 成 熟 い ん げ ん」1検 体 か ら、 プ ロ シ ミ ドン

が0.07ppm検 出 され た。

・ 「しそ」1検 体 か ら、 キ ャ プ タ ンが0.40ppm検

出 され た 。

・ 「しそ」1検 体 か ら、 イプ ロ ジ オ ンが2.3ppm検

出 され た 。

・ 「しそ 」2検 体 か ら、 プ ロ シ ミ ドンが そ れ ぞ れ

0.01ppm、0.02ppm検 出 され た。

・ 「しそ」1検 体 か ら、EPNが0.45ppm検 出 され

た。

(エ)減 農 薬 栽 培 果 実

12検 体 中8検 体 か らの べ15農 薬 が 検 出 さ れ

た 。 内 訳 は 、以 下 の 通 りで あ る。

・「も も」1検 体 か ら、 ビ テ ル タノ ー ルが0.03ppm

検 出 され た。

・「日本 な し」l検 体 か ら、キ ャプ タ ンが0.18ppm

検 出 され た。

・「日本 な し」1検 体 か ら 、フ ェニ トロチ オ ン(MEP)

が0.48ppm検 出 さ れ た 。 これ は 、残 留 農薬 基準

0.2ppmを 超 えて い る 。

・ 「日本 な し」1検 体 か ら 、 カ ルバ リル(NAC)

が0.25ppm検 出 され た 。

・ 「日本 な し」1検 体 か ら 、 テ ブ フ ェ ン ピラ ドが

0.04ppm検 出 され た 。

・ 「りん ご」1検 体 か ら、 イ プ ロ ジオ ンが0.04ppm

検 出 され た。

・「りん ご」1検 体 か ら、ク ロ ル ピ リホ スが0.03ppm

検 出 され た 。

・ 「りん ご」1検 体 か ら、 カル バ リル(NAC)が

0.09ppm検 出 され た。

・ 「り ん ご 」1検 体 か ら、 テ ブ フ ェ ン ピ ラ ドが

0.02ppm検 出 され た 。

・ 「ぶ ど う」1検 体 か ら、 キ ャプ タ ンが0.07ppm

検 出 され た 。

・ 「ぶ ど う」2検 体 か ら、 イ プ ロ ジ オ ンが ど ち ら

も0.02ppm検 出 され た 。

・ 「メ ロ ン」2検 体 か ら、 プ ロ シ ミ ドンが そ れ ぞ

れ0.02ppm、0.04ppm検 出 され た。

・ 「メ ロ ン」1検 体 か ら、 メ ソ ミル が0.02ppm検

出 され た 。

エ 考 察

(ア)無 農 薬 栽培 農 産 物

今 年 度 検 査 を行 っ た無 農 薬 栽 培 農 産 物(規 格

試 験 部 位)15検 体 の う ち 、 「か ぼ ち ゃ」 と 「し

そ」 か ら農薬 が 検 出 さ れ た 。検 出 率 は13.3%で

あ る 。 また 、平 成4～11年 度 に本 調査 で 検 査 を

行 っ た 「無 農 薬」 表 示 農 産 物 の うち 農 薬 を検 出

し た もの は全 体 の7.7%(65検 体 中5検 体)で

あ り、 「無 農 薬 」 野 菜 ・果 実 が 必 ず し も農 薬 フ

リ ー で は ない とい った 結 果 と な って い る 。
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(イ)減 農薬栽培農 産物

今年度検査 を行 った減農薬栽培農 産物(規 格

試験部位)53検 体の うち、23検 体 か ら農薬が検

出 された。検 出率は43,4%で ある。平成4～11

年度 に奉調査 で検査 を行 った 「減農薬 」表示農

産物 の う ち農 薬 が 検 出 され た もの は 全 体 の

20.0%(40検 体 中8検 体)で あ り、今 回の検 出

率 は これを大 幅に上回 り、平 成4～11年 度の慣

行栽培農 産物 において見 られた33.9%(257検

体 中87検 体)も 大 きく上 回った。慣行 栽培で も

頻繁 には見 られない登 録保留基準超過 や残留農

薬基準超過 が各1件 ずつ認め られた こ とも、今

回検査 を行 った 「減農薬」表示農産物 の大 きな

特徴 である。なお、 ガイ ドライ ン表 示のあ る農

産物 と自主規格の もの との間に、検 出率 にお い

て差は認 め られなかった。

(ウ)農 産物 の分類 に よる傾 向

野菜類全 体の検出率 は32.1%(53検 体中17

検 体)で あ ったが、果実類全体 は53.3%(15検

体 中8検 体)と なっていた。慣行栽培 において

両者間 にはか な りの隔た りがあるこ とが以前 よ

り確認 され てい たが、今回 は特別栽培 において

も同様の傾向がある ことが確認 された。

さらに、野菜類 を細分類 して傾 向を見 てみる

と、葉菜類(こ まつな、 ブロッコリー、ちんげ

ん さい、 レタス、ほ うれん そう、 しそ)は19

検 体中6検 体(31.6%)、 果菜類(か ぼちゃ、

きゅう り、 トマ ト、なす、 ピーマ ン)は24検 体

中10検 体(41.7%)、 根菜類(ば れい しょ、 に

ん じん)は7検 体中0検 体(0.0%)、 未成 熟豆

類(未 成熟 いんげん)は3検 体中1検 体(33.3%)

とな ってい た。 この中では特に、果菜類 の検 出

率 が高 く果実類 に接近 している ことと、根菜類

か ら全 く検 出 されていないことが注 目される。

(エ)食 品衛 生法 に基づ く残留農薬基準

a今 回検出 された農薬の うち、残留農薬基準 が

設定 されてい ない ものが あった。

表4-5-44農 薬 別 検 出検 体 数
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表4-5-45一 部農産物 に基 準が設定 され ていない農薬

表4-5-44に よると、プロシ ミ ドンの検 出数が高

い ことがわか る。平成4年 度 か らの過去9年 間

について も同様 で、 メソミル とプロシ ミ ドンの

検出数 が非常 に高 い。特別栽培 に検査対 象を限

定 して行 った本年度 の傾向 とも非常によ く合 致

す る。 それ にもかかわらず、本年度におけ る検

出数上位8農 薬の うち5農 薬につ いて残 留農 薬

基準が 設定 されていない。過 去9年 間の検出数

上位12農 薬 についても、その うち8農 薬 につい

て は未 だに基 準設定がされてい ない。本調査 に

お いて継続 的に高頻度で野菜果実 を問わず広範

囲に検 出されてい るこれ らの農薬 に対 し、食 品

衛 生法に基 づ く衛生基準の提示 という観点か ら、

基 準設定 ・拡大 が強 く望 まれ る。

b残 留農薬基準が設定されて い るものの、一部

の農産物 には基準が設定 されて いないために、

今 回検 出後 に基準 を適用で きな かったものが あ

った(表4-5-45)。

例 えば、 「か ぼちゃ」か らデ ィル ドリンが検

出された(0.02ppm)。 平成4年 度以来、本調

査 ではかほち ゃやメロンか らデ ィル ドリンを検

出 してお り、今回の検出例で3検 体 目となる。

デ ィル ドリンは化学物質の審査 及び製造等の規

制 に関す る法律(化 審法)に よ り昭和56年 に製

造 ・使 用 ・販売が禁止され てい るが、このよ う

に検 出事例が散見 される以上 、基準値 の設定 を

検 討 して もよいのではないだ ろ うか。

また、 「ピー マン」から検 出 されたプロチオ

ホスの うち、 ピーマ ンよ りも喫食 量が通 常少な

い と思われ るビワの基準値0.05ppmを 超 えてい

るもの もあ った(1.7ppm)。

この ように、一般的に喫食 され る農産物 であ

りなが ら残 留農薬基準が設定 されてお らず、場

合 によっては他の農産物の基準 を超える農薬 が

検 出され るとい うことは問題 であ る。前述aと

同様 の 観 点 か ら、 基 準 の 設 定 が強 く望 まれ る。

(オ)基 準 超 過 した 農 産 物

「日本 な し」 か ら残 留農 薬 基 準 を超 過 した フ

ェニ トロチ オ ン(MEP)(0.48ppm検 出 、.基準

0.2ppm)が 、 「ほ う れ ん そ う」 か ら登録 保 留 基

準 を超 過 した ク ロ ロ タ ロ ニ ル(TPN)(3.8ppm

検 出 、 基 準2ppm)が 、 検 出 され た 。

「日本 な し」 で農 薬 が 過 量 残 存 した原 因 は、 収

穫 前 の 使 用 して は い けな い 時期 に誤 って 散 布 し

た こ とが 、今 回 検 出 され た原 因 との こ と で あ る。

生産 者 の 自覚 と責 任 感 が 強 く求 め られ る。

な お 、 「ほ うれ ん そ う」 に つ い て は、 調 査依

頼 を した も の の詳 細 は 不 明 で あ っ た 。

(カ)特 別 栽 培 農 産 物 と慣 行 栽 培 農産 物

本 年 度 調 査 対 象 と した特 別 栽培 農 産 物(無 農

薬 栽 培 ・減 農 薬 栽 培)全 体 の 農 薬 検 出 率 は36.8%

(68検 体 中25検 体)、 特 に 「減農 薬 」 の み に

着 目 す れ ば 、43.4%で あ っ た。 これ らの 数 字 は

平成4～11年 度 の 慣 行 栽 培 農 産物 全 体 の 農 薬 検

出 率33.9%よ り も高 い 。

な お 、 検 出 した農 薬 の 濃 度 につ い て は 、 特 別

栽 培 農 産 物 と慣 行 栽 培 農 産 物 との 間 に 明 確 な 差

は 認 め られ な か っ た 。例 えば 、 「きゅ う り」 か

ら検 出 さ れ た プ ロ シ ミ ドンは 、 本 年度 の 「減 農

薬 」4検 体 で は0.01～0.25ppm(平 均0.09ppm)、

平 成4年 度 以 来 「減 農 薬 」 か ら検 出 した6検 体

で は0.01～0.36ppm(平 均0.13ppm)で あ る が、

平 成4年 度 以 来 「慣 行 」 か ら検 出 した2検 体 で

は0.04ppm、0.10ppm(平 均0.07ppm)と な っ て

い る。 ま た 、 「ピー マ ン」 か ら検 出 され た メ ソ

ミル は 、本 年度 は「減 農 薬 」か ら1検 体(0.02ppm)

の み で あ っ た が 、 平成4年 度 以 来 の 数 値 を見 る

と、 「無 農 薬 」か ら2検 体(0.14ppm、0.07ppm、

平 均0.11ppm)、 「減 農 薬 」 か ら3検 体(0.01

～0 .03ppm、 平 均0.02ppm)、 「慣 行 」 か ら10
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検体(0.01～0.49ppm、 平 均0.13ppm)で あ った。

前者の場合 は 「減農薬」 か らの検 出濃度平均が

高 く、後者 の場合 は 「慣 行」からの検 出濃度平

均が最 も高 い。デー タは示 さない が、 この他に

も 「慣行」 よ り 「減農薬 」の検出濃度 平均が高

い例 は多 く見 受けられ る。

ただ し、生産者や生 産地、収穫(出 荷)時 期、

気候 あ るいは検査対 象品 目等諸条件 には不確定

要 素 が非常に多いため、単 純に比較は で きない

という点 には注意 が必要 である。しか しなが ら、

少な くとも本調査 において は、検 出率や検 出濃

度 について 「減農薬」 と 「慣行 」の間 に明確な

差が認 め られず、 同様 の傾 向が見 られ た、 と言

えるのではないか。

本調査 におけるサ ンプ リング手法 は一般消費

者の購 買法 と何 ら変 わ るところはない。従 って

一般消 費者 は恐 らく、 「慣行」 とは何 ら違いの

ない 「減農薬」を謳 った農産物 を購入 し、喫食

してい るものと考え られ る。前述の 「食品の安

全性 に関す る調査」 によ ると、消費者 の農薬 に

対す る自衛策 としては無農薬 ・減農薬 志向が最

もポ ピュラーなもの であ るが、消費者 の こうし

た期待 に特別栽培農産 物 は全 く応え られていな

いばか りか、消費者 の判断 を混乱 あ るいは誤 ら

せて い る可能性 が高い 。

この原 因の一つ と して は、 「減農 薬」 の定義

が非常 に曖 昧で、 自主規 格であるとい った現状

があ るだろ う。喫食 時 に農薬が残留 してい るか

どうかが消 費者の最大の 関心事であ るのだか ら、

使 用量や使用時期 な ど生 産現場 に着 目 した定 義

づけの他に も、農薬 の残 留性や販売時 の残存 量

など、消費現場に着 目 した再定義が必要 であ り、

その よ うな規格化が望 まれ る。

オ まとめ

(ア)今 年度 検査 を行 った無農薬栽培農 産物 か ら検

出率13.3%で 農薬が検出 された。平成4年 度以

来 の調査結果 も踏 まえ、 無農薬栽培農 産物が必

ず しも農薬 フリーで はな いことが示 され た。

(イ)今 年度 検査 を行った減農薬栽培農 産物 か ら検

出率43.4%で 農薬が検 出 された。平成4～11年

度 に本調査 で得 られた、減農薬 栽培農産 物か ら

20.0%、 慣行 栽培農産物か ら33.9%と い う、い ず

れの検 出率 も上回 った。 また、登録保留基準超

過 、残 留農 薬基準超過が各1件 認め られた。

(ウ)農 産物 の分 類で見 ると、果 実類 ・果菜 類は検

出率 が高い傾 向に、根菜類 は検 出率が低 い傾向

にあった。葉 粟類 ・未成熟 豆類 は両者の中間だ

った。

(エ)今 年度検 出された農薬の うち、残留農薬 基準

が設定 されて いないものが あった。特 にメ ソ ミ

ル とプロシ ミ ドンは今年度 に限 らず平成4年 度

以来頻繁に検 出されていた。 また、残留農薬基

準が設定 され ているが一部の農産物 に対 しては

基準の設定 されていない もの があった。 これ ら

に対す る基準 の設定 、拡大 が強 く望まれ る。

(オ)残 留農薬基準 を超過 した農薬 は、生産者 の誤

った散布に よるものであった。減農薬 を謳 った

農産物 か ら基準 を超過する農薬が検出 され るの

は問題 であ り、生産者の自覚が強 く求め られ る。

(カ)今 年度調 査 した特別栽培 農産物全体か らの農

薬検 出率は36.8%で 、平成4～11年 度に行 った

慣行栽培農 産物全体の検 出率33.9%よ りも高か

った。なお検 出濃度は慣行栽培 農産物 との間 に

明確 な差 は認め られなか った。諸条件 に不確 定

要素が あるため単純 に比較 はで きないが、慣 行

と明確な差の ない農産物の特別 栽培表 示は消 費

者の判断 を混乱 あるいは誤 らせ るおそれ があ り、

減農 薬等の表示は消費現 場 を考慮 した規格化 が

望 まれ る。

力 参 考資料

1)厚 生省食 品化学課監修、「国際残留農薬基準」、

日本食 品衛生協会

2)東 京都労 働経 済局農林水産 部編、 「病害虫 防

除基準(平 成12年 度版)」

3)植 村振作 他著、 「農薬毒性 の事典」、三省堂
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表4-5-46検 査 結 果

(野菜) (果実)

*1:規 格試験部位

*2:食 品衛生法に基づく残留農薬基準超過

*3:農 薬取締法に基づく農薬登録保留基準超過

:無農薬栽培

下線:ガ
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(11)水 産食品における抗菌性物質等の残留実態調査

ア 調査 目的

食 品一般の成分規格 で 「食品は、抗 生物質や化

学 的合 成 品た る抗 菌 性 物 質 を含 有 して はな らな

い」 とされてきた無残 留規定が、衛 生 的評価や検

査手 法の確立な どによ り、平成7年 か ら、現在 ま

で にオキシテ トラサ イ ク リン等11種 の動物用 医

薬 品に残留基準が設定 されて きた。水 産養殖産業

にあ っては、疾病治療 の ため動物 用医 薬品と して

抗生 物質及 び合成抗 菌剤 が使用されて い るが、 こ

れ らの医薬 品は処方後 に適切な休 薬期 間 を置 かな

かっ た場合 などに、 可食部位に残 留す ることがあ

り、喫食者への健康被 害が危惧されて い る。また、

生食 嗜好 もあ り、淡 水魚 が無加 熱で喫 食 され る風

潮が 出てきてお り、 寄生 虫の感 染源 とな ることが

懸念 されて きてい る。都 内では、主 に多摩地 区で

ニ ジマス、ヤマメ等 の淡水魚が養殖 されている。

これ ら養殖魚は、 自然探 索や釣 ブー ム を背景に地

元飲食店、宿泊施 設や特 設釣場 に併設 されたバー

ベ キュー場等に提供 され ているが、 生産量が少な

い こと等か ら、市場 流通 す ることがまれであ り、

これ まで衛生学的調 査 が充分行な われな かった。

この こ とを踏 まえ、都 内淡水魚養殖施 設 などにお

け る養殖魚 を対象 に、抗 菌性物質等 の使用 とその

残留実 態及び寄生 虫 につ いて調査 した。 また、併

せて養殖状況 につ いて も調査 を行 な った。

イ 調査 方法

(ア)調 査期 間:平 成12年4月 か ら11月 まで

(イ)実 施方法:養 殖業 者 よ り、 出荷 段階の魚 を買

い上 げ、調査 を実施 した。複数の 魚種 を養殖 し

て い る業者について は、魚種 ごとに養殖池が異

な ることか ら、すべ ての魚種 を検査 対象 と した。

抗 菌性物質等の検査 について は、筋 肉につい

て行 い、聞 き取 り調査 によ り薬剤 使用の判明 し

たものについてのみ 、残留 しや すい 内臓、エ ラ

についても検査 を行 うこ とと した。(今 回、薬

剤使 用の実態がな か ったので、筋 肉の み検査 を

行 った。)

魚種:ア ユ、イ ワナ 、奥多摩ヤ マ メ、 ヤマメ、

ニジマ スの5魚 種

a抗 菌性 物 質等の検体数:49検 体

b寄 生 虫の検体数:213検 体(1匹1検 体)

また、養殖状況については、東 京都水 産試験

場奥多摩 分場及び各養殖場 での聞 き取 りに よ り

調査 を行な った。対 象 と しては、東京都 鮎鱒養

殖漁業 協同組合組合 員等及 び東京都内水 面漁業

協 同組 合の、合計29養 殖 ・蓄養施 設であ った。

(ウ)検 査機 関:都 立衛 生研 究所生活科学部 乳 肉衛

生研 究科食肉魚介細 菌研 究室、食肉魚 介化学

研究 室、微生物部細 菌第二研究科寄生虫研究

室

(エ)検 査項 目

抗 菌性物 質等 の検査:抗 菌性物質、抗 生物 質

(PC系 、ML系 、TC系)合 成抗菌剤(サ ル フ

ァ剤 、オ キ ソ リン酸)(「 平成12年 度畜水産食

品の残 留有 害物 質モニ タ リング検査の実施 につ

いて」 を参 考に した。)

寄生虫:横 川吸虫(メ タセルカ リア)、 日本

海裂頭条 虫(プ レロセル コイ ド)

(オ)検 査 方法

抗菌性 物質については、簡易検査 法で、抗生

物質 につ いては分離推定 法に よ り検査 を行 った。

オ キソ リン酸 については一斉分析 法、 サル ファ

剤 につ いては、分離推定 法に準 じた方 法に よ り

検査 を行 った。寄生虫については、食 品衛 生検

査指針 の吸 虫類及び条 虫類 の検査法で行 った。

ウ 調査結 果

(ア)検 査結 果(表4-5-47の とお り)

いず れの検体 からも抗菌性物質等は、検 出さ

れなか っ た。 いずれの検体か らも寄生虫は検 出

され なか った。

(イ)養 殖状 況について

東京都 にお ける内水面養殖魚の生産量 につい

て は表4-5-48の とお りで あ る。薬剤の使用状 況

は、平成12年 ではビブ リオ病 やせ っそ う病 の予

防 としセ水産 用アクアフ ェンL(フ ロル フェニ

コール)が29施 設 中6施 設で合計17回 、水産

用 パラザ ン(オ キ ソ リン酸)が3施 設 で4回 の
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表4-5-47検 査結果

320



第四章 食品機動監視班(食 品環境指導センター)に よる監視事業

使用であ り、水産試験場 の指示 どお り適 切 に使

用 されてい た(表4-5-49)。

魚の仕入れ先 と しては、ほ とん どの養殖 場が、

水産試験場や都 内の他 の養殖場か ら稚 魚 を購入

して養殖 して いるが、他 県(山 梨、 長野)か ら

成魚 を仕入れ ていた ところも、6件 あ った。

育成用飼料 につい ては、国内4社 の製 造所で

調整 され たものが使用 されてお り、たんぱ く質、

脂肪、繊維分等の他 には、 ビタ ミン類 、 ミネ ラ

ル等が添加 されてお り、抗 菌性物 質等 は含 まれ

ていなか った。水系及 び給餌の有無等 も調査 し

たが、寄生虫や抗菌性物 質等の検査結果 に違い

は見 られなか った。調査 の際、1養 殖場 におい

て、有効期限 の切れ たテ ラマイシンの保管が発

見 され、処分 を行 った。

エ 考察

抗菌性物質等 がいずれの検体か らも検 出 されな

かったことか ら、各養殖場 とも水産試験 場の指導

の も と、確実 に養殖 を行 っていることが示唆 され

た。 しか し、狭 い養殖池 の中で、密 に養殖 してい

る現状か らすると、ひ とたび病気が発 生すれ ば、

薬剤 の使用 は避 け られ ない状 況にあるため、今後

とも継続的 に検証 して い く必要はある と思われ る。

特 に、今回検査項 目と していなかった フロル フェ

ニ コールの使用頻度が高 い ことから、 これにつ い

て は、検査体制 の整備 が必 要と思われ る。

今 回、寄生 虫は確認で きなかったが、河川水 を

利用 して養殖 した鮎 に横川 吸虫メタセルカ リアの

感染が見 られ るとい う報告 もあ り、奥 多摩 ヤマ メ

等生食 され る機会の多い養殖魚 につい ては、今後

とも調査 してい く必要 があ ると思われ る。

オ まとめ

東京都 の内水面養殖 魚の生産量は、年 々減少 し

てい るとはい え、奥多摩地方 では観光 の一環 と し

て、 まだ まだ重要な産 栄で あ り、安全性 の確 認は

今 後 も継続 して実施 してい く必要があ る。しか し、

地 元釣場 や旅館 等で消費 され、市場 流通 が しに く

い点か ら、通 常の収 去検 査では、なか なか安全の

確 保が図れ ないのが、実情であ る。今後 は、検査

体制 等につ いて水産試験 場奥多摩分場 との連携 を

図 る等 なん らかの対策 が必要 である と考え られ る。

なお、今回の先行調査 と して、平成11年 度 に違反

件数 が複数 あった養殖 ヒラメについて も調査 す る

予定 であった。 しか し、都内に流通 す る養殖 ヒラ

メは、漁協 や産地仲 買者な どの出荷 業者が、多 く

の養殖業 者か ら集荷 し、選別後 に、消費地 に搬 送

され る。このため、都 内に流通 す る養殖 ヒラメで

生産者 を特定 で きるものについて、活魚専門取扱

い業者、 量販店及 び、市場 関係 者 を調査 したが、

入手不能 であった。そのため、消費地 においては

検査 が困難 と思われ るので、生産地 においての検

査 が望 まれ るところであ る。

表4-5-48東 京都内水面養殖魚の生産量の推移(単 位:t)

(「 平 成11年 版 東京都 の水産 」他:労 働経済局農林水

産部水産課)

表4-5-49平 成12年 養 殖 漁 協 薬 剤 使 用 量

水 産 用 アクアフェンL(フ ロルフェニコー ル)

水産 用パラザン(オキソリン酸)

(東京都水産試験場奥多摩分場よ り)
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(12)市 販牛乳におけるCaxiella burnetiiの検出状況調査

ア 調査 目的

牛乳や非加熱 チーズに由来 する新 たな微 生物危

害 と して、 リケ ッチ アであ るCoxiella bumetii(以

下 「C.burnetii」という。)が 食 品衛生 上問題 とな

って いる。C.bumetiiは 、人畜共通感染症 であるQ

熱 の原 因菌で、人に熱性疾患や肝機能 障害等、多

様 な症状 を引 き起 こす ことが知 られてい る。

平 成11年 度 か ら施行 されてい る感染症新法 に

お いてQ熱 は、4類 感染症 と して規定 されたが、

症状 が インフルエ ンザ と類似す るなど、 診断 が困

難 な ためか過去1年 間の全国報告数 は5例 の み と

なって いる。 しか しなが ら、Q熱 が初 めて発見 さ

れ たオース トラ リアでは毎年500名 以上 が本 菌に

感染 してお り、わが国に も潜在的 に多数 の患 者が

い るもの と推察 されてい る。

C.burnetiiの 人へ の主な感染経路 は気道 感染 で

あ り、牛の出産の際 に環境 を汚染 した本菌 が塵埃

と共 に吸入 され ることによ り感染す る。一方、Q

熱 に感染 した乳 牛や山羊等は 、乳中 にCburnetii

を排 泄す るため、乳 ・乳製 品か らの経 口感染 も懸

念 され、食品媒介感染 を否定 で きる状況で はない。

国においても平成9年 か ら、厚生科学研究 「Q

熱 リス クアナ リシス に関す る研 究」 を実施 し、Q

熱検 査法の確立、食品の汚 染実態調査 を開始 した

とこ ろであ る。現在のとこ ろ、食品 を経 由 した人

に対 す るC.burnetiiの 感染 リス クは低い ことが推

測 され るが、 よ り一層食 品の汚 染実態等 を精密 に

調査 す る必要があると して い る。

そ こで今 回、C.burnetiiが 生存 してい る可能性 が

示唆 されている低温殺菌牛乳 を中心に、遺伝子 レ

ベル での検 出状況 を調査 した。

イ 調査 内容

(ア)調 査期 間

平成12年4月 か ら平成13年3月 まで

(イ)調 査方法

市販流通 している牛乳 を買い上げ、検体 と し

た。

(ウ)調 査 品 目

牛乳:60検 体

(内 訳)

低温 長時間殺菌牛乳(LTLT):37検 体

高温 短時 間殺菌 牛乳(HTST):13検 体

超 高 温 殺 菌 牛 乳(UHT):8検 体

高 温 保 持 殺 菌 牛 乳:2検 体

(エ)検 査機 関

東京都 立衛 生研 究所 生活科学部 乳 肉衛生

研究科 乳研 究室

(オ)検 査項 目

C.bumetii遺 伝 子の検出

(カ)検 査 方法

aDNAの 抽出方法:ヨ ウ化ナ トリウム法(Na夏 法)

b遺 伝 子 の 増 幅:NestedPCR法

Com I遺 伝子及 びhtpB遺 伝子か ら設計 され た

プライマー を併 用 した。

ウ 調査結果

(ア)市 販 牛乳 におけ るC.burneti遺 伝子の検 出状

況(表4-5-50)

市販 牛乳の 検 出結果 は、60検 体 中23検 体

(38。3%)で あ り、Na1法 に よ り抽出 したDNA

か らC.burnetfiに 特 異的な遺伝子が増幅 され た。

殺 菌方法別のC.burnetii遺 伝子の検出状況 は、

検体数 の少な かった高温 保持殺菌法以外 につ い

ては、32%か ら46%の 間で検 出され、殺菌方法

の違 いに よる遺伝 子の検 出状況 に大 きな差は認

め られなか った。

表4-5-50市 販牛乳におけるC.burnetii遺伝子の検出状況
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(イ)同 一製 品におけ るC.burnetii遺 伝 子の検出状

況(表4-5-51)

今 回の調 査は、8月 と11月 の二期 に分 けて検

査 を実施 したが、検体数の多い上位5社 の検出

状況 を表2に 示 した。 また、二期 の買い上 げに

つい ては、同一製品 を検査 するこ とによって、

C.burnetiiの 検出状況 を比較 した。

A社 で示す ように、二期の検査結果が全ての

同一製 品において一致す るもの もあれば、D社

の ように全 てが異な る場合 もあった。他社 を含

め た同一製 品の結果 は、検 査結果 が一致 した も

のが20検 体(625%)、 一致 しなかった ものが

12検 体(37.5%)で あった。

ただ し、大規模乳処理工場で処理 され る原 乳

は、酪農協 ご とにクー ラー ステー シ ョンに集乳

され る。さらに、工場 内ス トレー ジタンクには、

異な る地域 の原乳が合乳 され るた め、 同一製 品

であって も特定の農場か ら出荷された原乳 に限

定 され るもので はない。

表4-5-51同 一製品におけるC.burnetii遺伝子の検出状況

+:陽 性-:陰 性

エ 考 察

(ア)C.burnetii遺 伝 子 の 検 出状 況 に つ い て

市 販 牛 乳 か らC.々umetii遺 伝 子 の 検 出率 は、

表1の とお り60検 体 中23検 体(38.3%)で あ

り、 同様 の検 査 法 で調 査 され た静 岡 県 環 境 衛 生

研 究 所 の25検 体 中11検 体(44.0%)、 国 立 公

衆 衛 生 院 の12検 体 中5検 体(41.7%)と ほ ほ 同

等 の 検 出 状 況 で あ っ た。 した が って 、 原 乳 は 高

率で本菌に汚染 されてい るこ とが推察で きる。

ただ し、今 回 はC.burnetiiの 生 菌を分離 したわ

けではな く、原因菌の増 幅 され た遺伝子 の検 出

であ るため、 直ちに人への健康 に危険が あ ると

断定で きない。次年度以降、製 品からの生 菌の

分離を実施 す るが、汚染 菌量の定量化や生体へ

の最 小感染 菌量等、未解 決な課題 があ り検査体

制 の整備 や疫学調査の推進 が必要であ る。

(イ)殺 菌方法 別のC.burnetii遺 伝子の検出状況 と

今後の殺菌 温度の検討 につ いて

殺菌方法別 のC.burnetii遺 伝子の検出は、表2

の とお り低温 殺菌においても高温殺菌において も、

ほぼ同率 に40%前 後で検出 され た。原乳の汚染状

況 が、最終製 品か らの遺伝 子の検出率に反映す る

と考 えられ る。 したがって 、今 後の調査 において

UHTに つ いては、製品か らC.burnetii遺 伝 子が陽

性であ って も、菌 が死滅 してい ることを確認 し、

また、生菌が分離 された報告 があるLTLTに つ い

ては、62～65℃ の殺菌温度帯 において詳細 な設定

を行い菌の生 存の可能性 を検証 す る必要 があ る。

ただ し、製 品表示上の殺菌温度 で菌の生存 を検 討

す る場合、LTLTで は殺菌 タ ンク 内での気泡の発

生 や外気 との 接触 によ り表示温度 と製造工程上 の

温度 に若干の誤差 がある場 合が あ り、 また、バ ッ

チ殺菌後の牛乳 の冷却方法 は、菌 の生存に影 響 す

るため、実際 の製造 工程 を把握 す る必要があ る。

またHTSTに つ いても、LTLTと 同様 に熱 に対 す

る原因菌の抵 抗性やD値 を検討 す る必要があ ると

考え られ る。

(ウ)牛 乳 にお け るC.burnetiiの 汚染源 につい て

乳処理工場 にお いては、異物 を除去 するため、

ラインフィル ターや クラ リファイヤーが設置 され、

原乳 中の乳腺細胞 や 白血球 等の体細胞の多 くを除

去 してい る。C.burnetiiは 生 きた動物の細胞内での

み増殖す るた め、原 乳中の体細 胞 が多ければ生存

した菌が増 殖 する可能性 はある。 しか し、食 中毒

起 因菌のよ うな大量 の増殖 はない と考え られ る。

したがって、乳処理工場で未殺 菌乳タ ンクや パイ

プライ ンか ら製造工程へ二次汚染 す るリス クは低

いと思われ る。製品か らのC.burnetii遺 伝子の検
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出は、搾乳 時の牛か らの直接の汚染、あるいは厩

舎か らの環境 由来汚染 と考 えられ る。今 回の調査

か らデー タを考察す るには検体数が少ないが、 同

一製 品の遺伝 子の検出状 況か らも、搾乳時の環境

にはC.burnetiiは 常時分布 し、 家畜間の気道感 染

も成 立す ることか ら、環境 は連鎖的、長期 間にわ

た りその汚染 が持続す ると考え られ る。

オ まとめ

わ が国 におけ るQ熱 の調 査は1988年 、 ヒ トか

らの偶 然の病原菌の分離 よ り始 まり、 日本 に存在

しない とされ たQ熱 の定説 は否定 された もの の、

その疫学 はほ とんど解明 されていなのが現状 であ

る。 また、本菌の分離 には、研究者への感染 の危

険性や環 境汚染の可能性 があ るためP3施 設で行

う必要があ り、Q熱 の診断は一部の大学 や国 ・自

治体 の研 究所 に限 られて実施 されている。

現在 の ところ、わが国で は食 品媒介感染例 はな

いが、多 くの産業動物が保 菌、排菌 してい る実態

が明 らかな こ とか ら乳 ・乳製品 をは じめ、動物性

食 品 にお けるC.burnetiiの 汚染調査を推 進す る必

要が あ る。また、乳処理施 設 に対 しては、原 乳の

衛 生確 保 、乳 等省令 上の 確実 な殺 菌及 び低 温 管

理等 に よ り微生物制御 を行 い、HACCPに よる確実

な工程管理 を拡充 してい くことが重要であ る。

参考資料

・牛乳 等にお けるQ熱 の リス クアセスメ ン トに関す
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